
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2023年度 事 業 報 告 書

麹塑堅皿理塑曇コ彊重塾重粗饉建
1事業の成果

2023年度は福島第一原発事故問題、核燃料サイクル問題、高レベル放射性廃棄物処分場建設の文献調査問題
への対応に重点的に取り組んだ。

福島第一原発事故問題では、廃炉作業、事故で発生した廃棄物の管理・処分、除染廃棄物の中間貯蔵、ALPS処
理汚染水の海洋放出、避難(解除)や健康影響などを継続的に調査した。核燃料サイクル問題、高レベル放射性廃棄

物処分場では、現地訪問やオンラインでの会合を通して地元市民団体との連携をすすめ、講演・執筆活動やメディア

取材への対応も積極的に行なつた。
これらの情報発信として、無料オンライン講座の開催や刊行物「原子力資料情報室通信」「Nuke lnb Tokyo」 の発行

にも継続して取り組んだほか、「福島第一原発は今も放射性物質を放出している」、「原発は気候危機に耐えられるか」

などのレポートを発表した。

2事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【39,628】千円)

イベント開催
スタッフおよび外部有臓者による原子力に関する学習会・講演会の開催

ウェビナー(受益対象者人数は開催日のリアルタイム視聴者数)

「原子炉の老朽化の現状と原因」

定款に記載された事業名 事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益対象者

範囲

受益対象

者人数

事業費

(千円)

(1)原子力の開発利用の動

向及び安全性に関する調査

研究

枝爆サイクル研究

核燃料サイクル、高速増殖炉に関

する調査研究

年間を通じて

行う

法人

事務所

青森県

東京都

7 一般希望者 人数不特定 2,980

原発研究

原発事故、原発の再稼働、新増

設、輸出問題に関する研究

年間を通じて

行う

法人

事務所

青森県

東京都

7 ―般希望者 人数不特定 1,077

放射能測定プロデェ外

各地の水、土、植物等の放射能測

定

年間を通じて

行う
法人

事務所
1 一般希望者 人数不特定 909

魔楽物研究

放射性廃棄物の処分問題に関す

る調査研究

年間を通じて

行う

法人

事務所
1 一般希望者 人数不特定 2,921

(3)上記(lX2)に関する研究

会や国際会議等の開催

「GX基本方針を徹底検証する」

第 3回 核融合と核

開発
2023.4.11 オンライン 7

―般希望者

および会員
90名

第 1回「総説 老朽化

とは何か、全体の見

通し、問題の所在」

2023.4.12 オンライン 7
一般希望者

および会員
98名

3,503

第 3回『原子炉圧カ

容器の中性子照射

脆化予測の困難さ」

2023.4.26 オンライン 7
一般希望者

および会員
1∞ 名

第 2回『脆性破壊

とは」
2023.4.28 オンライン 7

一般希望者

および会員
77名

第 4回「原子炉圧カ

容器の加圧熱衝撃と

は何か」

2023.5,10 オンライン 7
―般希望者
および会員

79名

第 5回「監視試験片

の代表性を間う」
2023.5.17 オンライン 7

一般希望者

および会員
73名



定款に記載された事業名 事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益対象者

範囲

受益対象

者人数

事業費

(千円)

第 6回「電気ケープ

ルの劣化」
2023.5.24 オンライン 7

一般希望者

および会員
78名

第 7回「コンクリート

の劣化」
2023.5.31 オンライン 7

一般希望者

および会員
32名

第3回「老朽化した原

発の規制の現状」
2023.6.7 オンライン 7

一般希望者

および会員 "名

第 9回「総まとめ」 2023.6.14 オンライン 7
一般希望者

および会員
50名

政府の核ごみ調査拡大

に対抗する運動の形成

を 1

2023.5.11 オンライン 7
一般希望者
および会員

66名

パブコメセミナー「核ごみ

文献口査の技術的評価

の問題点を考えよう」

2023.7.19 オンライン 7
一般希望者
および会員

77名

パブコメセミナー「パブコ

メ実施中の老朽原発の審

査基準で規制緩和の動

き」

2023.7.31 オンライン 7
一般希望者
および会員

100名

原発の気候変動脆弱性

研究会報告書 原発は気

候危機に耐えられるか

2023.12.8 オンライン 7
一般希望者
および会員

120名

柏崎刈羽原発再穂動間

題 なにがどうなつている

のか

2023.12.22 オンライン 7
一般希望者
および会員

97名

地層処分技術WGへの提

言―より公正で科学的な

議論のために

2024.3.4 オンライン 8
一般希望者

および会員
∞ 名

連続ウェビナー「能豊半

島地震からかんがえる原

発の安全性」第 1回 :能登

半島地震と被災した志賀

原発

2024.3.27 オンライン 8
一般希望者

および会員
130名

シンポジウム 原子力と核 私

たちは管理できるのか
2023.7.31

オンライン

ならびに

東京都内

7
一般希望者
および会員

230名

[上映+トーク]ストーキング・

チェルノブイリ
2023.11.2

東京都

中野区
7

一般希望者
および会員

28名

(4)上記(lX2)に関する社会

教育及び提言活動

情報室通信
「原子力資料情報室通信」「Nuke

I“o To時o」 の製作と発行

年間を通じて

行う
法 人

事務所
7

一般希望者
および会員

一般希望

者

および会

員
2,αЮ名

15,168

′くンフレット

原子力、原発に関するパンフレッ

トの製作と発行、啓発グッズの販

売

年間を通じて

行う
法人

事務所
7

一般希望者

および会員
人数不特定 3,717

購師派遣・寄稿事業
年間を通じて

行う
全国 5

一般希望者
および会員

人数不特定 5,821

(6)そ の他関連する事業

その他の活動

被ぼく労働問日、福島第一原発事

故等の研究・提言・啓発活動

年間を通じて

行う

法人

事務所

および

福島県

東京都

7 一般希望者 人数不特定 2,870

(2)その他の事業

その他の事業は実施していません。



書式第13号 (法第28条関係)

2023年度 活動計算書
事業年度 2023年 4月 1日 ～2024年3月 31日 )

経 常 費 用

2管理費

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 原子力資料情報室

金  額 小計・合計科 目

11,008,350

4,850,000

6,218,350

37,752,067

37,752,067

1,400,000

654,705

0

2,054,705

13,096

28,000

8,082,273

8,123,369

1,011

58,999,502

【A】 経 常 収 益

経 常 収 益 計

20,432,002

3,995,800

24,427,802

3,026,669

1,180,108

1,570,355

50,012

3,218,452

1,734,341

191,019

47,480

3,688,811

493,530

1512CЮ ,777

39,628,579

(2)そ の他経費

印刷製本費

旅費交通費

調査資料費

会議費

通信事務費

事務消耗品費

仕入費

広報費

地代家賃

減価償却費

事業費計

1事業費

(1)人件費

給料手当

法定福利費

(1)人件費 5,030,

1 受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2受取寄附金

受取寄附金

3受取助成金等

受取民間助成金(活動助成)

受取民間助成金(研究助成)

小学校休業等対応助成金

4事葉収益

(1)原子力の開発利用の動向及び安全性に関する調査研究

(2)原子力に代わるエネルギーシステムに関する調査研究

(3)上記(1)(2)に 関する研究会や国際会議等の開催

(4)上記(1)(2)に 関する社会教育及び提言活動

(5)上記(1)(2)に 関する国内及び海外の個人及び団体との交流

(6)その他関連する事業

5その他の収益

受取利息

雑収入



科 目 金  額 小計・合計

経 常 費 用 計

3,(X〕5,647

705,141

720,000

0

249,173

302,760

141,850

34,575

0

321,687

650,967

87,093

1,348,105

6,878,893

46.507,472

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 …① 12,492,030

【C】 経 常 外 収 益

経 常 外 収 益 計

0

0

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】―【D】 …②

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①+② …③

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④+⑤

12,492,030

70,000

8,046,640

20,468,670

給料手当

法定福利費

役員報酬

役員交通費

(2)その他経費

通信事務費

事務消耗品費

広報費

諸会費

会議費

雑費

地代家賃

減価償却費

固定資産売却益

過年度損益修正益

固定資産除却損

法人税、住民税及び事業税 ・"④

前期繰越正味財産額・・・⑤



書式第15号 (法第28条関係)

2023年度貸借対照表
(2024年 3月 31日 現在 )

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 原子力資料情報室

円 )

科 目 金  額 小計・合計

23,232,382

20.237

364,058

272,(130

8,672

118,143

652,537

24,668,709

24,668,709

1,400.510

789,167

99,495

1

3

1

1

15,837

2,313,015

1,350,(X〕0

1,350.000

【A】 資 産 の 部

3.603.018

合 計 28,331,727

4,903,849

2,959,208

7,863,057

7,863.057

7,863,057

B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③+④

8,046,640

12,422,030

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計 2Q468,670

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1 +【B-2】 28,331,727

1流動資産

流動資産合計・・・①

2

(1)有形固定資産

建物付属設備

書架

コンピュータ

プロジェクタ

試験機器

放射能測定機

スクリーシカーテン

エアコン

(2)無形固定資産

ソフトウェア

ウェプサイト

(3)投資その他の資産

差入敷金

1 流動負債

流動負債合計・・・③

長期借入金

退職綸付引当金

固定負債合計・・・④

前期繰越正味財産額

目]国ヨ]□□ロコ



m23年度計算書類の注記

特定非営利活動法人 原子力資料情報室

2024年 3月 31日 現在

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準による。

(1)固定資産の減価償却の方法

什器備品の減価償却は定率法による。

2.事業別損益の状況

最終ページに配載

3。 使途等が制約された寄付金等の内訳

当法人の正味財産 20468670円 のうち784266円 は下記のように使途が特定されている。したがつて使途が制約されていな

い正味財産は 19684404円 である。

(単位 :円 )

4.固定資産の増減内訳

(単位 :円 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

六ヶ所村放射能測定への助成金 654,705 654,705

日韓プルトニウム研究への助成金 129,561 1291561

オンライン学習会・ウエビナーヘの寄付 18,(X)0 18,000 ＾
Ｕ

合計 129,561 672,705 18,000 784,266

科 目 期末帳簿価額 取得 減少 期末取得価額 滅価償却価額 期末根簿価額

有形固定資産

什器備品 1,133,001 1,133,001 228,496 904.505

建物付属設備(事務所内

装)

1,760,637 0 0 1,760,637 352,127 1,408,510

有静■定資産 計 印 鴫 0田 ｎ

）

０

） 2893β38 580,023 2313015

無形固定資産

ソフトウェア

ウェプサ・イト

無移■定資産 計 ｎ

）

ｎ

）

ｎ

）

ｎ

ｖ
●
●

投資その他の資産

事務所敷金 1,350,000 1,350,000 1,350,000

投資その他の資産 計 1,350,000 ｎ

）

ｎ

） 1,3:Ю ,000
ｎ

ｖ 1,350,αЮ



5.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引の内訳は以下のとおりである。

収入の部 (単位 :円 )

支出の部 (単位 :円 )

6.その他、特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

(1)事業費と管理費の按分方法 :各事業の経費および事業費と管理費に共通する経費については、従事割合に基づき

按分している。

(2)棚卸責産                  (単 位 :円 )

貸借対照表科目 年度末残高 計算書類に計上された金額

貯蔵品 (切手 ) 16,237
20,237

貯蔵品 (図書カー ド) 4,000

書籍 口物品在庫 652,537 652,537

事業別損益の状況(次頁)

単位 :円

事業項目は定款第 5条による。

第5条 この法人は、第3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係わる事業として、次の事業を行う。

(1)原子力の開発利用の動向及び安全性に関する調査研究

(2)原子力に代わるエネルギーシステムに関する調査研究

(3)上記(1)(2)に 関する研究会や国際会議等の開催

(4)上記(1)(2)に 関する社会教育及び提言活動

(5)上記(1)(2)に 関する国内及び海外の個人及び団体との交流

(6)その他関連する事業

活動計算書科目 計算書類に計上された金額
うち役員および

近親者との取引

うち近親者および

支配法人との取引

正会員受取会費 4,850,000 144,000

受取寄附金 37,752,067 348,000

事業収入(4)上記(1)(2)に 関する社

会教育及び提言活動
8,032,273 4,200 0

通信事務費
事業費の部 3,218,452 12,881

管理費の部 249,173

事務消耗品費
事業費の部 1,734,341

管理費の部 362,760
Ａ
Ｕ

地代家賃
事業費の部 3.688,811

＾
Ｕ 1,341,508

管理費の部 650,967

計 51,3931066 352,200 12,881

活動計算書科目 計算書類に計上された金額 うち役員および近親者との取引 うち近親者及び支配法人との取引

仕入費 191,019 8,992

事務消耗品費
事薬費の部 1,734,341

8,556 0
管理費の部 362,760

計 2,288,120 17,548



事業鵬収菫の状況 (1)原子力の開発利用の動向及び安全性に関する調査研究
(3)上記(lX2)に関
する研究会や日臓
会譲等の口催

(4)上

“

(1)(2)に 関する社会教育及び提言活
動

(6)そ の他
関連する事

婁 事業部門 計 管理椰円計 合計

校麟サイクル

研究
老朽化研究 層発研究 放射籠瀾定 廃粟物研究 イベント開催費 情報室通信 ′くンフレット

口師派遣・寄稿

事業
その他の活動

一般正味財自の部

:.饉 常収菫

1受取会費

正会員受取会費 4.850,00 4,850,000

賛助会員受取会費 6.218,350 0,218,350

2受取寄附金

受取寄附金 18,000 10.000 37,734,Oo7 37,752,007

資産受融益

3.受取助威金等

受取民間助成金(活動助成) 654,705 054,705 054,705

受取民間助成金(研究助成)
1.400,000 1,400,000

4.事業収入

0 0(1)原子力の開発利用の動向及び安全性に関する日査研究

(2)原子力に代わるエネルギーシステムに田する日査研究

(3)上■(lX2)に関する研究会や日■会■等の開催 28,0()0 20,000 20,000

(4)上田(lX2)に口する社会教育及び提言活動 2,580,500 2.019,100 3,476.673 8,002,273 0,002,273

(5)上記(lX2)に関する国内及び海外の個人及び団体との交流

(3)その他関連する事業 13,096 13,000 13,096

5.その他収益

受取利忠 52 52

雑収入 0 959 050

経常収益 計 054,705 40,000 2,580,500 2,010,100 3,476,673 13,000 0,700,074 50,203,420 58,000,502

H.経常費用

(1)人件費

綸料手当 2,055,884 1,157.262 627.626 2,015,220 2,458,115 5,000,111 515,004 4,015,712 1,980,168 20,432,002 3,605,647 24,037,040

法定福利費

役員報酬

300,648 224,963 122,000 301,744 477,339 :,113,789 100.257 780,624 384,930 3,005,000 705,14i 4,700,041

720,000 720,000

役員交通費

人件費 計 2,455,532 1,382,225 740,032 2.400,004 2,035,054 0,710,000 010,101 4,700,330 2,305,098 24,427,002 5,030,788 20,450,500

(2)その色饉費

印刷製ホ費 46,770 1,709,940 1,269,959 3,020,000 3,020,609

旅費交通費 185,300 02,860 233,420 418 3,556 465,134 229,360 1,100.108 1,100,103

調査資料費 60,810 01,952 32,333 53,725 65,533 832,104 304,049 107.058 52,791 1,570,355 1,570,355

会議費 50,012 50.012 50,012

通信事務費 37,486 61,185 12.404 36,744 273.980 2,474,383 207.047 73220 36,103 3,218,452 249,173 3,407,025

事務消耗品費 43.123 24.274 60,300 42.271 51,691 :,138,602 239,222 84.233 41.535 1.734.341 362,760 2,007,101

仕入費 191ρ :9 191,010 191,019

広報費 0

0

47,480 0

0

47,400 141,850

34,575

100,330

諸会費 34,575

雑費 321β 87 321.007

地代家賃 133,220 74,990 40.670 130,585 150,284 2,022.5!1 739.021 260,216 128,314 3,080,011 650,67 4,330,770

滅価償却費 17,324 10,033 5,441 17,471 21,311 270,594 98,874 34,815 17.167 403,530 87,003 500,023

その他の饉費 計 524,503 205,294 100,148 514.210 027,220 8,443.224 3.101,127 1,024,070 505,270 15,200,777 1,340,105 17,040,382

饉常費用 計 2,980,125 1,077.510 000,700 2,021,180 3,503.183 15,100,124 3,717,200 5,821,012 2,870,308 30,020,570 0,870,003 40,507.472



書式第17号 (法第28条関係 )

の

2固定資産

2023年度 財産目録
(2024年 3月 31日 現在 )

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人原子力資料情報室

位

科 目 金  額 小  計 合  計

A

343,041

8,733,335

45

32,083

3,726

1,415,071

72

183,898

12,521,111

20,237

23,252,619

760,553

364,058

272,080

8,672

118,143

652,537

652,537

24,668,709

現金預金

手元現金

三菱UFJ銀行 東中野支店

三菱UFJ銀行 東中野支店

三菱UFJ銀行 新宿中央支店

城南信用金庫 九段支店

楽天銀行 第二営業支店

三菱UFJ銀行 新宿中央支店 外貨預金

Paypai

郵便撮替預金

貯蔵品

1流動資産

流動資産合計 口"①

未収金

立替金

仮払金

前払金

未収金

棚卸資産

書籍・物品在庫

1,408,510

789,167

2,197,677

99,495

1

3

1

1

15,837

115,338什器備品

コンピュータ

プロジェクタ

試験機器

放射能測定機

スクリーシカーテン

エアコン

(1)有形固定資産

建物付属設備

事務所内装

書架

(2)無形固定責産

ソフトウェア

原子力発電所事故時想定シミュレーションシステム

ウェプサイト



科 目 金  額 小  計 合  計

(3)投資その他の資産

敷金

差入敷金

固定責産合計 ・・・

1,350,000

1,350,000

3,663,018

【A】資 産 合 計 ①+② 28,331,727

【B-1】 負 債 の 部

01,921

10,000

10,258

2,834,485

81,000

515,875

1,390,310

4,903,849

303,282

139,727

114,114

900,000

2,800

2,000

32,000

22,400

1,442,885

2,959,208

7,863,057

0

ｎ

Ｖ

B-1】 負 償 合 計 (3)+④ 7.863.057

B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】 20.468.670

1:流動負債

未払金

2024年 3月 スタッフ出張旅費

核兵器廃絶日本NGO連絡会 年会費

2023年 2月分 電気料金 (誤請求による未払)

2010-2018年度 スタッフ活動費

2016年度 ポランティア費用

2010年度 放射能測定費用

過年度未払金

預り金

2024年3月 社会保険料

2023年度 雇用保険料

2024年 1…3月 源泉所得税

老朽化問題研究会への預り金

2022年 5月 住民税徴収の誤り

原発訴訟への預り金

集会参加資料代

物品売上金

過年度預り金

流動負債合計・"③

2固定負債



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2023年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びに
これらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

豊塑堅囲迅塑菫塾劃置塾豊幽囲饉

1確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

百 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

百 各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2役員一覧

役  名

どちらかにO
(フリガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入 )氏    名

1 監事

ヤマグチ ユキオ 2023年4月 1日

2024年3月 31日

2023年4月 1日

2024年3月 31日山口 幸夫

2
○

監事

バン ヒデユキ 2023年4月 1日

2024年3月 31日

2023年4月 1日

2024年3月 31日伴 英幸

Ｑ

Ｖ

/~ヽ

琶ヽフ監事
シパ クニオ 2023年4月 1日

2024年 3月 31日
柴 邦生

(西尾 漠 )

4
′
nヽ

鮭り監事
イトウ フミカ 2023年4月 1日

2024年3月 31日伊藤 書佳

5 〇僻
カワイ ヒロユキ 2023年4月 1日

2024年3月 31日河合 弘之

6
(3)監

事 ササダ タカシ 2023年4月 1日

2024年3月 31日笹田 隆志

7 ○僻
タケモト カズユキ 2023年4月 1日

2024年3月 31日武本 和幸

o・
監事

ハセガヮ コウイチ 2023年4月 1日

2024年3月 31日長谷川 公一

9
ノ
~ヽ

曜り監事
アラタ トモコ 2023年5月 23日

2024年3月 31日
荒田 智子

(手塚 智子 )

10 理事
(冒)

タカギ クニコ 2023年4月 1日

20241年 3月 31日高木久仁子

11
⌒理事
t聖,

カイドユウイチ 2023年4月 1日

2024年 3月 31日海渡 雄―

8



書式第4号 (法第10条・第28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 原子力資料情報室

氏  名

1 兼松 秀代

2 木原 省治

3 向原 祥隆

4 鹿内 博

5 高木 久仁子

6 中瀬 勝義

7 平野 良―

8 山崎 知行

9 武本 和幸

10 柴 邦生

11




